人事院と民調作業方針をめぐって交渉－4/15

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　人事院は、４月15日、本年の民間給与実態調査に関する方針が固まったとして、労働条件専門委員会にその骨格を示した。

　冒頭、藤倉職員団体審議官付参事官は、以下の通り基本的な骨格を明らかにした。

１．調査期間

５月１日（水）～６月18日（火）の49日間で、期間については、昨年と同様。

２．調査対象事業所

企業規模50人以上でかつ事業所規模50人以上の母集団事業所数56,300（昨年は50,200）より12,500（昨年は11,100）を抽出して行う。なお、母集団事業所の従業員数（正社員）は平成21年経済センサスにおける従業員数（正社員）の６割を超える。また調査対象産業は、今年から、①政府機関及びその関係機関、②地方公共団体及びその関係機関、③大使館・領事館及び国際連合等の関係機関、④企業組合等を除く、民間の全ての産業に拡大する。

３．調査の方法

人事院、47都道府県、20政令指定都市、特別区及び和歌山市の69人事委員会の職員が分担し、実地調査で行う。調査員は1,100人（昨年は1,200人）である。

４．調査の内容

(1) 事業所単位で行う調査事項

　①賞与及び臨時給与の支払総額、②毎月決まって支給する給与の支払総額、③本年の給与改定等の状況、④家族手当・住宅手当の支給状況、⑤時間外労働の割増賃金率の状況、⑥雇用調整の状況、⑦定年退職後の継続雇用制度等の状況について調査する。

　昨年からの変更点は、①について、昨年の調査に加え、本年の給与改定及び賞与について増額した場合には、増額分の原資の重点配分先を調査すること、④の家族手当について、昨年の調査に加え、子の年齢等で手当月額が異なる場合の最高月額を調査すること、である。

　また、本年から新たに⑦を調べることにしているが、平成25年度からの年金支給開始年齢の引上げに関連し、定年退職後の継続雇用制度等の状況の基礎情報を収集するために行うもので、具体的には、定年制度の有無、定年前常勤職員と再雇用者の給与の状況並びに各種手当制度の適用等の有無について調べる。なお、給与を変更する場合、引下げあるいは引上げの割合について、具体的な割合を調査する。

(2) 従業員別に行う調査事項

　月例給の官民比較の基礎として、役職、年齢、学歴別等の従業員の属性、４月分の決まって支給する給与総額並びにそのうちの時間外手当額、通勤手当額を調査する。調査職種78、うち初任給関係19は昨年と同様。

　なお、昨年も調査職種の定義に該当しない事務・技術関連職種の従業員数について調査したが、本年は役職または給与の等級・職責が、部長と課長、課長と係長、係長と係員の間に位置づけられるものの人数について調査を行う。

　また、調査対象産業を拡大することに伴い、警備保障会社、ビルメンテナンス会社、労働者派遣会社が調査対象事業所に含まれることに伴い、他の事業所で業務に従事する常勤の警備員、清掃員、営業用乗用自動車の運転を行う者を含める。

　61歳以上の従業員については、再雇用者の給与実態をより詳しく把握するために、事業所ごとの調査実員の上限を５人から30人に拡大する。

　これに対し、公務員連絡会側は以下の通り質した。

(1) 給与改定及び賞与について増額した場合には、増額分の原資の重点配分先を調べる理由は何か。

(2) 調査内容について、家族手当を詳しく調べる理由は何か。また、時間外労働の割増賃金率の状況、雇用調整の状況は、昨年と同様の調査か。

(3) 昨年に引き続いて、本年も通勤手当は調査しないのか。交通機関利用については、運賃は上がっていないとしても、新幹線による遠距離通勤が増えていること、交通用具利用者についてはガソリン価格が上がってきており、負担感が高まっており、こうした実態を踏まえた検討を求める。

(4) 定年退職後の継続雇用制度等の状況について詳しく調べるのは、公的年金が支給されなくなることに対する民間企業の対応を把握するとともに、３月26日の閣議決定に基づく再任用者給与のあり方の見直し要請に関わって行う、という理解でよいか。

(5) 昨年勧告時の民調等見直しの報告では、①調査対象産業の拡大、②役職定義に合致しない役職の調査、③対応関係の見直しを検討課題としていたが、①と②は本年調査に関わる対応は済んでおり、③の対応関係については、官民較差を算出する際に検討するということでよいか。

　これに対し、藤倉参事官から、以下の通り回答があった。

(1) 今年の春闘の状況を見るに、一部においてボーナスの増額や、場合によってはベアを行うという企業もあることから、その実態を把握する必要があるため、今回加えた。

(2) これまでは、配偶者と、配偶者に加え1人、2人、3人という人数と、それに対する金額を調査をしていた。公務の場合だと16歳以上の特例加算があり、これに対する民間の状況を平成12年に調査した。期間が空いたため、今回調査を行うこととした。後段はご指摘のとおり、昨年同様。

(3) 諸手当すべてを調査することができないので、緊急性が高い、あるいは状況が変わりつつあるものから調査を行っている。新幹線通勤の利用者も増えてきてはいるが、通勤手当本体について99.5％が全額支給となっている状況から今回調査は見送った。

(4) 3月26日の閣議決定の内容は承知している。公的年金の支給開始年齢の引上げに伴い、定年退職しても、来年から無年金という状態が生じることから、民間で具体的にどのようにしていくのか調べる必要があり、民間の60歳を超えた者の雇用のあり方についての基礎資料を得ることにしている。

(5) 調査対象職種の見直しについては引き続き検討していく。対応関係についても、勧告に向けて引き続き検討していく。

　参事官からの説明を受け、公務員連絡会側は「毎年申し上げてきたが、調査の進展や集計状況について、本年はぜひとも、途中段階を含めて前広に説明してもらいたい。また、今回は、民間における定年退職後の継続雇用制度等を詳しく調査することにしており、閣議決定において人事院に検討要請があった再任用者の給与に関わる話であり、これも十分な交渉・協議を求めておく。対応関係の見直し検討はこれからの課題だが、慎重に進めていただきたいし、十分議論させてもらいたい」と申し入れ、交渉を終えた。

以上

